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１ 男女雇用機会均等法の施行状況 

（１）相談 

平成２３年度の男女雇用機会均等に関する相談は３３１件で、前年度（２２３件）に比べて約５割増

加した。相談者の内訳を見ると、女性労働者が５４．１％と最も多い。男性労働者からの相談件数は前

年度より半減したが、事業主からの相談件数は約２倍に増加している。 

  相談内容では、セクシュアルハラスメントに関するものが全体の７４．９％と依然として大きな割合

を占めており、件数も前年度の１．７倍と大きく増加している。 

 

（２）労働局長の紛争解決援助 

  労使間の紛争を解決するための労働局長による援助を行った件数は６件で、内容はすべてセクシュア

ルハラスメントに関するものであった。援助の結果、３件については紛争の解決に至った。 

 

（３）行政指導 

県内の１１８事業所の雇用管理の実態を調査し、法違反のあった１１２事業所に対し２９９件の助言

を行った。 

助言内容は、セクシュアルハラスメント防止対策に関するものが６８．９％、次いで母性健康管理の

措置に関するものが２９．４％などとなっており、本年３月末までに９７．３％が是正済みとなってい

る。 

  また、均等法違反はないものの、男女労働者間に配置や昇進等について事実上の格差が認められる事

業所に対しては、女性の採用拡大や職域拡大、管理職登用に向けたポジティブ・アクションに取り組む

よう助言を行った。 
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２ 育児・介護休業法の施行状況 

（１）相談 

平成２３年度の育児・介護休業に関する相談は７１７件であり、前年度（２，３００件）の３分の１

以下に減少した。 

  相談者の内訳を見ると、事業主からの相談が５９１件（８２．４％）を占めており、労働者からの相

談は８５件（１１．９％）であった。 

 

（２）行政指導 

平成２２年６月３０日に改正された育児・介護休業法の適用対象である常用労働者数１０１人以上規

模企業を中心に、県内の３０９事業所の雇用管理の実態を調査し、法違反のあった３０３事業所に対し

８８５件の助言を行った。 

  助言内容は、「育児休業」が１４０件、次いで「子の看護休暇」が１３６件、「時間外労働の制限」が

１１３件、「所定外労働の制限」と「介護休暇」が各９０件などとなっており、本年３月末までに８８．

２％が是正済みとなっている。県内の常用労働者数１０１人以上規模企業（５３３社）における育児・

介護休業規定の整備率は、上記の行政指導等により４月末現在で９０．１％となった。 

 

 

 ３ パートタイム労働法の施行状況 

（１）相談 

  平成２３年度のパートタイム労働に関する相談は１１６件であり、相談件数は近年増加傾向にある。 

相談の内容は、「その他」を除くと、「労働条件の文書交付等」が１８件（１５．５％）で最も多く、

次いで「通常の労働者への転換」が１６件（１３．８％）であった。「その他」の３７件（３１．９％）

には、労働条件の不利益変更や短時間正社員制度、税金や社会保険制度に関するものがみられる。 

 

（２）行政指導 

  県内の２７１事業所の雇用管理の実態を調査し、法違反のあった２３６事業所に対し５１９件の助言

を行った。 

  助言内容は、「通常の労働者への転換」が１７４件（３３．５％）と最も多く、次いで「短時間雇用管

理者の選任」が１２０件（２３．１％）、「労働条件の文書交付等」が１０７件（２０．６％）などとな

っており、本年３月末までに９７．９％が是正済みとなっている。 
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